
公共工事の施工時期等の平準化に
向けた取組について

令和元年７月１９日

【資料２】



建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､地域経済・雇用を支え､災害時には、

最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】

建設産業の役割

現下の建設産業を取り巻く環境

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、
現場の技能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面

【通行不能の交差点での応急工事】
（国道443号寺迫（益城町））

【道路啓開（倒木、崩壊土砂の撤去）】
（県道45号阿蘇講公園菊池線）

○（一社）熊本県建設業協会

地震直後より、熊本県との
「大規模災害時の支援活動に
関する協定」により支援活動
を実施

○（一社）仙台建設業協会
3月11日地震直後より避難

所の緊急耐震診断等を実施。
同日午後6時には若林区の
道路啓開作業を開始

作
業
後

東日本大震災

熊本地震

２０１８年
３月

２０２３年
３月

２０３３年
３月

道路橋
［約７３万橋（橋長２ｍ以上の橋）］

約２５％ 約３９％ 約６３％

トンネル
［約１万１千本］

約２０％ 約２７％ 約４２％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設］

約３２％ 約４２％ 約６２％

下水道管きょ
［総延長：約４７万ｋｍ］

約４％ 約８％ 約２１％

港湾岸壁
［約５千施設（水深－４．５ｍ以深）］

約１７％ 約３２％ 約５８％

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

出典：平成29年度 国土交通白書
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建設産業の役割と課題



○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 503万人（H30）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 33万人（H30）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  328万人（H30）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約35％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成29年と比較して

55歳以上が約5万人増加、29歳以下は約1万人増加。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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出所：総務省「労働力調査」（H30年平均）をもとに国土交通省で推計

（万人）

（年齢階層）

82.8万人
25.2％

36.5万人
11.1％

○60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその大半が引退することが見込まれる。

○これからの建設業を支える29歳以下の割合は全体の約10％程度。若年入職者の確保・育成が喫緊の課題。

3



1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200
年間実労働時間の推移

※ 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成
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○ 年間の総実労働時間については、他産業と比べて300時間以上（約２割）長い。また、10年程前と比べて、全産
業では約110時間減少しているものの、建設業はほぼ横ばい（約29時間減少）であり、大幅な改善は見られない。

82時間

339時間

215.0

220.0

225.0

230.0

235.0

240.0

245.0

250.0

255.0

260.0

年間出勤日数の推移

建設業

製造業

調査産業計

17日

30日

2007年度：256日

2018年度：250日

▲6日

2007年度：238日

2018年度：233日

▲5日

2007年度：233日

2018年度：220日

▲13日

4



改正労働基準法における建設業の時間外労働規制

現行規制 改正労働基準法（平成30年6月29日成立）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害その他、避けることができない事由により臨時
の必要がある場合には、労働時間の延長が可能（労基
法３３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間かつ 年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、延長に上
限なし（年６か月まで）（特別条項）

（２）・建設の事業は、（１）の適用を除外

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間かつ 年３６０時間 ・・・第36条第4項

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間） ・・・第36条第5項
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも
上回ることの出来ない上限を設定

a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内（休日出勤を含む）
・・・第36条第5項第3号

b.単月１００時間未満（休日出勤を含む） ・・・第36条第6項第2号
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限 ・・・第36条第5項

（２）建設業の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用 ・・・第139条第2項
・施行後５年以降 一般則を適用。ただし、災害からの復旧・復興については、

上記（１）②a.b.は適用しない（※）が、将来的には一般則の適用を目指す。

・・・第139条第1項
※労基法３３条は事前に予測できない災害などに限定されているため、復旧・復興の場合でも臨時の必要性がない場合
は対象とならない

○ 適正な工期設定、適切な賃金水準の確保、週休２日の推進等に向け、発注者を含めた関係者で構成する協議会を設置
○ 制度的な対応を含め、時間外労働規制の適用に向けた必要な環境整備を進め、あわせて業界等の取組を支援
○ 技術者・技能労働者の確保・育成やその活用を図るための、制度的な対応を含めた取組
○ 施工時期等の平準化、全面的なICTの活用、書類の簡素化、中小建設企業への支援等による生産性の向上

「働き方改革実行計画」※に記載された今後の取組 ※3月28日働き方改革実現会議決定

改正労働基準法（平成31年4月1日施行）
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施工時期等の平準化の意義

平準化により期待される効果

（受注者）
○ 人材・資機材の実働日数の向上等による経営の健全化
○ 労働者（技術者・技能者）の処遇改善（特に休日の確保等）
○ 稼働率向上による建設業の機械保有等の促進（建設業の災害
時の即応能力も向上）

（発注者）
○ 人材・資材の効率的な活用促進による入札
不調・不落対策

○ 中長期的な公共工事の担い手確保対策
○ 発注職員等の事務作業が一時期な集中回避

年度内の工事量の偏りを解消し、年間を通した工事量が安定することで以下のような効果が期待さ
れ、建設生産システムの省力化・効率化・高度化に寄与（生産性の向上）することが考えられる。

（単位：百万円）

国、都道府県・市区町村における工事出来高の状況について
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・工事量の偏りが生じることで、工事の閑散期は仕事が不足し、工事従事者の収入が減る可能性が懸念される。
・一方、繁忙期においては、仕事量が過大になり、長時間労働や休暇が取りにくくなる。

閑散期
（技能者）仕事が少ない、収入不安定
（受注者）人材・機材が過剰

繁忙期
（技能者）休暇取得困難、長時間労働
（受注者）技術者が不足する懸念
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新･担い手３法（品確法と建設業法・入契法の一体的改正）について

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果
新たな課題に対応し、

５年間の成果をさらに充実する
新･担い手３法改正を検討

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～ ＜政府提出法案＞

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～ ＜議員立法※＞

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による

生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測
量、地質調査その他の調
査及び設計」を、基本理
念及び発注者･受注者の責
務の各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を

合理化
・建設業の許可に係る承継に関す

る規定を整備

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員立法

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）
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公共工事の品質確保の促進に関する法律 R1改正時の概要
（令和元年６月７日成立、6月14日施行）

背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立
〇「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間

労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性
〇建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促

進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性
〇公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な
役割

〇全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興
のため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

法案の概要（改正のポイント）

【基本理念】
災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ
円滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収の活用

Ⅰ. 災害時の緊急対応の充実強化

【基本理念】
適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する
者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の
適正な整備への配慮

【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

Ⅱ. 働き方改革への対応
【発注者の責務】

①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、

債務負担行為・繰越明許費の活用による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注
見通しの作成・公表等

③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

Ⅲ. 生産性向上への取組
公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）に

ついて広く本法律の対象として位置付け

Ⅳ. 調査・設計の品質確保

(1)発注者の体制整備
① 発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
② 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等

Ⅴ. その他

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理

【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、基本方針や発注者共通の運用指針を改正 8



○ 長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。
※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、

建設業では、2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（令和元年法律第三十号）

２．建設現場の生産性の向上 ３．持続可能な事業環境の確保

背景・必要性

１．建設業の働き方改革の促進

＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：

・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜年齢構成別の技能者数＞

○ 地方部を中心に事業者が減少し、
後継者難が重要な経営課題となる
中、今後も「守り手」として活躍し続
けやすい環境整備が必要。

（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）
■ 中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。

また、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止し、違反
者には国土交通大臣等から勧告等を実施。

■ 公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平
準化のための方策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善

■ 建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。

■ 下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
■ 工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創
設し、技士補がいる場合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の
要件を満たす場合は設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
■ 建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上できるよう、

資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、
国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞ ＜下請の主任技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保

■ 経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に関する規制を合理化（※）。

※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする現行の規制を見直し、
今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有することを求めることとする。

■ 合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕組みを構築。

法案の概要

１．建設業の働き方改革の促進 ２．建設現場の生産性の向上

○ 現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、
限りある人材の有効活用と若者の入職促進による
将来の担い手の確保が急務。

（令和元年６月５日成立、６月12日公布）
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施工時期等の平準化の推進①（品確法第３条）

・基本理念として、適正な工期等を定める公正な契約の締結を規定

・発注者の責務として、繰越明許費・（国庫）債務負担行為の活用や発注見通しの作成・公表を明示

【品確法】（基本理念、発注者の責務として位置づけ）

○公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）（抄）
（基本理念）

第三条 （略）
一～七 （略）
八 公共工事の品質は、これを確保する上で公共工事等の受注者のみならず下請負人及びこれらの者に使用される技術者、技能
労働者等がそれぞれ重要な役割を果たすことに鑑み、公共工事等における請負契約（下請契約を含む。）の当事者が、各々の
対等な立場における合意に基づいて、市場における労務の取引価格、健康保険法等の定めるところにより事業主が納付義務を
負う保険料（第八条第二項において単に「保険料」という。）等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調
査等の履行期（以下「工期等」という。）を定める公正な契約を締結し、その請負代金をできる限り速やかに支払う等信義に
従って誠実にこれを履行するとともに、公共工事等に従事する者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働
環境の適正な整備について配慮がなされることにより、確保されなければならない。

九・十 （略）
（発注者等の責務）

第七条 発注者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の公共工事の品質が確保されるよう、公共工事の品質確保の担い手の中長
期的な育成及び確保に配慮しつつ、仕様書及び設計書の作成、予定価格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約の相手方
の決定、工事の監督及び検査並びに工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価その他の事務（以下「発注関係事務」とい
う。）を、次に定めるところによる等適切に実施しなければならない。

一～四 （略）
五 地域における公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、計画的に発注を行うとともに、工期等が一年に満たない公共工
事等についての繰越明許費（財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第十四条の三第二項に規定する繰越明許費又は地方自治法
（昭和二十二年法律第六十七号）第二百十三条第二項に規定する繰越明許費をいう。第七号において同じ。）又は財政法第十五
条に規定する国庫債務負担行為若しくは地方自治法第二百十四条に規定する債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期等の
設定、他の発注者との連携による中長期的な公共工事等の発注の見通しの作成及び公表その他の必要な措置を講ずること。

六～九 （略）
２～５ （略）
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施工時期等の平準化の推進②（入契法第１７条）

○公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年法律第百二十七号）（抄）
（適正化指針の策定等）

第十七条 （略）
２ 適正化指針には、第三条各号に掲げるところに従って、次に掲げる事項を定めるものとする。
一～四 （略）
五 公共工事の施工に必要な工期の確保及び地域における公共工事の施工の時期の平準化を図るための方策に関すること。
六・七 （略）

３～７ （略）
（適正化指針に基づく責務）

第十八条
各省各庁の長等は、適正化指針に定めるところに従い、公共工事の入札及び契約の適正化を図るため必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。
（措置の状況の公表）

第十九条 （略）
２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、適正化指針に従って講じた措置の状況について報告を求めることができる。
３ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、毎年度、前２項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。
（要請）

第二十条 （略）
２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、公共工事の入札及び契約の適正化を促進するため適正化指針に照らして特に
必要があると認められる措置を講ずるべきことを要請することができる。

・公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針の記載事項に平準化に関する事項を追加

・適正化指針に従った取組状況について報告を求め、公表

・取組を促進するため総務省と連名で自治体に対して要請

【入契法】（入札契約適正化指針に従った取組の責務、要請）
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【国・都道府県・市区町村における平準化の状況】

（単位：百万円）

出典：建設総合統計 出来高ベース（全国）

地方公共団体における平準化の取組

Ｈ27 .2 総務省と連名で、地方公共団体に対して平準化について要請
※以降、■H28.２、 ■H28.10、 ■ H29.2、 ■ H30.2、
■ H30.11、 ■ H31.2に要請。

※H29.2以降は、地方公共団体の契約担当課だけではなく、
新たに財政担当課に対しても平準化について要請。

Ｈ28 .２ 総務省と連名で、地方公共団体に対して、社会資本総合整備計画に
係る交付金事業に関し、ゼロ債務負担行為を設定して事業を実施す
ることも可能であること等について通知

Ｈ28. ４ 都道府県が取り組む先進的な事例を収集し、平準化の取組事例集を
とりまとめ
※H29.3に市区町村の事例を収集し、第２版を公表
※H30.5に市区町村の事例を拡充し、第３版を公表

Ｈ31. ２ 総務省と連名で、地方公共団体に対して、速やかな繰越手続の徹底
による建設業の適正な労働環境の確保について通知

取組状況（地方公共団体における平準化に向けた取組の促進）

26

8

13 6

22

19

H28.2債務負担行為 H31.2債務負担行為 H28.2ゼロ債務負担行為 H31.2ゼロ債務負担行為

債務負担行為の活用状況（交付金事業/H28.2、H31.2比較）

本年度実施し、翌年度も実施予定 本年度は実施していないが、翌年度から実施予定または実施する方向で検討 実施していない

実施団体：20団体増
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①（さ）債務負担行為の活用

⑤（そ）早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表）

④（せ）積算の前倒し

③（す）速やかな繰越手続

年度をまたぐような工事だけではなく、工期が１２ヶ月未満の工事についても、工事の施工時期の平準化を目的と
して、債務負担行為を積極的に活用する。
また、出水期までに施工する必要がある場合などには、ゼロ債務負担も適切に活用する。

年末から年度末に工期末が集中することが無いよう事業量の平準化等に留意し、上半期（特に４～６月）における
工事の執行率（契約率）の目標を設定し、早期発注など計画的な発注を実施する。

発注前年度のうちに設計・積算までを完了させることにより、発注年度当初に速やかに発注手続を開始

②（し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）

工事又は業務を実施する中で、計画又は設計に関する諸条件、気象又は用地の関係、補償処理の困難、資材の入手
難その他のやむを得ない事由により、基本計画の策定等において当初想定していた内容を見直す必要が生じ、その結
果、年度内に支出が終わらない場合には、その段階で速やかに繰越手続を開始する。

工期設定や施工時期の選択を一層柔軟にすることで、計画的な発注による工事の平準化や受注者にとって効率的で
円滑な施工時期の選択を可能とするため、発注者が指定する一定期間内で受注者が工事開始日を選択できる任意着手
方式等を積極的に活用する。
※ 余裕期間については各発注者により定義等が異なる。

地方公共団体における平準化の取組事例集（さ・し・す・せ・そ）

○ 平成２８年４月に公表した都道府県の平準化の先進的な取組の事例集については、更なる充実
化を図るため、新たに市区町村の取組事例を加え、平成３０年５月に第3版作成。

■地方公共団体における平準化の取組事例について～平準化の先進事例「さしすせそ」～

13



226 272 442

1495 1449 1279

0

500

1000

1500

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

196 272 293

1525 1449 1428

0

500

1000

1500

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

318 384 447

1403 1337 1274

0

500

1000

1500

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

都道府県・市区町村における施工時期等の平準化の取組状況

（凡例：■実施済み ■未実施）

（n=1721）

【施工時期等の平準化の取組状況】
○債務負担行為の活用や柔軟な工期設定、速やかな繰越手続など取組の状況を調査
○都道府県では取組が進んでいるところですが、市区町村においては取組を実施し
ている団体は増加基調にあるものの、未だ低い水準にあります。

【債務負担行為の活用状況】 【柔軟な工期設定】 【速やかな繰越手続】
（n=1721）

（n=1721）

平成30年度入札契約適正化法等に基づく実施状況調査（平成30年８月1日時点）より

39 41
47

8 6
0

0

10

20

30

40

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

（n＝４７）
【債務負担行為の活用状況】

26
33 37

21
14 10

0

10

20

30

40

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

（n＝４７）
【柔軟な工期設定】

29
36 38

18
11 9

0

10

20

30

40

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

（n＝４７）
【速やかな繰越手続】

都道府県

市区町村
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平準化率（ 件数） の経年推移_全国

H27 H30

施工時期等の平準化 これまでの取組

 平成３０年度の平準化率※は、国：0.85、都道府県：0.75、
政令市：0.67、市町村：0.55である。

 施工時期の平準化の取組が浸透しつつあるものの、市
町村では未だ低い水準となっている。

これまでの経緯

実 績

※ 平準化率は、「一般財団法人 日本建設情報総合センター コリンズ・テクリスセンター」に登録された工事（ 1件
当たり500万円以上）を団体区分毎に全ての工事を足し合わせて算出（データ抽出時点：令和元年5月18日）

①国庫債務負担行為の積極的活用

※2ヶ年国債＋当初予算におけるゼロ国債

品確法第22条に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」において、発注者に対し、施工時期
等の平準化を実施することを努力義務として規定

「i-Construction～建設現場の生産性革命～」において、３つ視点のトップランナー施策のひとつと
して、「施工時期の平準化」を設定

H27.1

H28.3

国交省の取組

H29年度
約2900億円

H31年度
約3200億円

H29 .3

約500団体
H31 .3

約1500団体

③地方公共団体等への取組要請

②地域単位での発注見通しの
統合・公表の更なる拡大

発注見通しの統合・公表のページ（イメージ）

※平準化率＝
4-6月期の平均稼動件数

年度の平均稼動件数
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１機関当り工事件数（H30）

平準化率（H30件数）

債務負担行為活用割合

地方公共団体の工事発注件数と平準化率
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※ 人口総数はH27国勢調査による
※ 平準化率は、「一般財団法人 日本建設情報総合センター コリンズ・テクリスセンター」に登録された工事（ 1件当たり500万円以上）を区分毎に全て

の工事を足し合わせて算出（データ抽出時点：令和元年5月18日）

○ 地方公共団体のH30工事契約件数は、全地方公共団体数の約２割（都道府県、人口１０万人以上の市）、で全体の約８割
を占める。

地方公共団体数

都道府県 政令市
市

（人口30万人
以上）

市
（人口10万人
以上30万人

未満）

市町村
（人口1万人
以上10万人

未満）

市町村
（人口1万人

未満）
合計

団体数 47 20 65 198 946 512 1,788 

団体数累積割合 3% 4% 7% 19% 71% 100% 100%

都道府県

90,330 

42%

政令市

20,835 

10%

市（人口30万人以上）

20,260 

9%

市（人口10万人以上30万人未満）

28,554 

13%

市町村（人口1万人以上10万人未満）

48,228 

23%

市町村（人口1万人未満）

5,776 

3%

地方公共団体の工事契約件数割合（H30)

約２割の
地方公共団体で

約８割



地方公共団体の平準化率の向上に向けた課題の整理

○ 改正品確法（令和元年6月14日公布・施行）において、公共工事等の施工時期等の平準化が「発注者の責務」として明確
に規定。

○市町村の平準化率の向上が進まない主な理由

市町村の平準化率向上はなぜ進まないのか

施工時期等の平準化の取組が浸透しつつあるものの、特に市町村ではいまだ低い水
準にあり、更なる平準化率の向上が求められる

※出典：入札契約適正化法等に基づく実施状況調査の結果（H30年8月1日現在）より整理

職員・体制が不十分

交付金事業や補助事業が多い

冬期施工困難、施工時期が限定化

基準・規則・要領等が未整備

情報・知識・ノウハウ不足

組織全体の調整、意思統一が図れない

工事件数が少ない、必要性を感じない

１．人口10万人未満の市町村でも、平準
化率が高い市町村が存在することを
鑑みれば、必ずしも体制がボトル
ネックではないのではないか。

２．体制が準備できるとしても、どのよう
に手を付けて良いか分からないので

進まないのではないか。

３．体制が準備でき、やり方も分かるが、
「難しいからできない」「効果がな
い」と思われているのではないか。

「できる」ことを
知ってもらう

「やり方」を
知ってもらう

ハードルを
下げる
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地方公共団体の平準化率の更なる向上に向けたアプローチ方法

 平準化の取組状況の見える化

地域発注者協議会等におい
て、各市町村の取組状況（平準
化率）を、他の市町村と比較でき
る形で公表（「見える化」）するこ
とにより、同規模の市町村との比
較を通じて「できる」ことを実感し
やすくなるのではないか。

 サポート体制の拡充と周知

地域発注者協議会等において、国から
の情報提供や、各地方公共団体の平準
化の先進優良事例※等を共有している。

直轄事務所等における「品確法運用指
針に関する相談窓口」の設置に加え、さ
らに実務担当者間での意見交換等を行
えるように工夫をするべきではないか。

 平準化の効果の発信

平準化の取組により、人材・資
機材の有効活用や建設企業の経
営の健全化が図られ、建設業の
働き方改革や担い手確保、生産
性向上に大きく貢献するものであ
ることを全ての発注者に知っても
らうことが必要ではないか。

平準化率の更なる向上に向けた３つのアプローチ（案）

１．「できる」ことを知ってもらう ２．「やり方」を知ってもらう ３．ハードルを下げる

■ 地域発注者協議会

○工事の品質確保等に関する各種取組等について、発注者間の連携を図るため、全ての地
方公共団体等が参画する地域発注者協議会において情報共有を実施。

○品確法運用指針のうち、重点３項目について各発注者が自らの取組み状況を把握するた
め、全国統一指標を設定。施工時期等の平準化について目標値を設定するなど、地方公共
団体等に対し、改善に向けた働きかけを実施。

・・・

○○県分科会
各都道府県ごとに
国の機関、都道府県、全市
町村、関係法人等より構成

各ブロック発注者協議会

国の機関、各都道府県

代表市町村、関係法人等より構成
18

■品確法運用指針に関する相談窓口

○ 「品確法運用指針に関する相談窓口」を地域発
注者協議会の事務局である地方整備局企画部
等に加えて、国土交通省の直轄事務所等（窓
口：副所長等）にも設置。

○運用指針の内容に関する問合せや発注関係事務
の運用に関する相談の受付

～掲載ページ～
http://www.mlit.go.jp/tec/unyoushishinsoudan.
html

まずは一定規模の工事契約件数のある都道府県、人口１０万人以上の市に対し、重点的に施工時期等の
平準化の取組の実施を働きかけていく。

※地方公共団体における平準化の取組事例について
～平準化の先進事例「さしすせそ」～




